（別　紙）
答　　　　申

審査会の結論
　北九州市長（以下「実施機関」という。）は、本件異議申立ての対象となった公文書の非公開部分のうち、次の部分を公開すべきである。その他の部分を非公開とした処分は妥当である。
１　平成10年8月7日付「土地売買契約の締結及び売買代金の支出について」起案文書中の特記事項欄記載内容のうち、土地単価に関する記載を除いた部分
２　平成11年8月11日付「補償契約書の変更契約の締結及び補償金の支出について（特別決裁）」起案文書中の変更理由欄の記載内容のうち、次の部分
（１）第１文目の全部
（２）第２文目のうち、隣接地の所有関係に関する部分及び特定個人の意見に関する記載を除いた部分（５ページ（イ）参照）
（３）第３文目のうち、今後の市の事業計画の記載及び解体工事が当該事業計画に及ぼす影響についての記載を除いた部分（５ページ（ウ）参照）
（４）第４文目のうち、建設費用支払いに関する記載を除いた部分
３　平成11年8月11日付「補償契約書の変更契約の締結及び補償金の支出について（特別決裁）」に添付された「建物等移転補償費の追加払いについて（願い書及び誓約書）」本文記載内容
第１　異議申立てに至る経緯等

　１　異議申立人は、平成１４年３月１８日、北九州市情報公開条例（平成元年北九州市条例第２２号。平成１３年北九州市条例第４２号による改正前のもの。以下「条例」という。）第５条第２号の規定に基づき、実施機関に対して次の公文書の公開請求（以下「本件請求」という。）を行った。
　　「平成１０年８月２０日付の市と○○○○㈱との土地売買及び補償について原契約と変更契約の経緯がわかる一切の文書（支払完了までの支払いのわかる文書を含む）」
　２　実施機関は、本件請求に係る公文書（以下「本件公文書」という。）について、平成１４年３月２９日付で、本件公文書の一部について公開を行わない旨の決定（平成１４年３月２９日付北九港建管第９９号。以下「本件処分」という。）を行い、異議申立人に通知し、異議申立人は、当該公文書公開決定通知書を平成１４年４月２日に受領した。
　３　異議申立人は、平成１４年５月２８日、本件処分を不服として、行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第６条の規定により実施機関に対し異議申立てを行った。
第２　異議申立人の主張要旨
　１　異議申立ての趣旨

　　　異議申立ての趣旨は、本件処分の取消しを求めるというものである。
　２　異議申立ての理由

　　　異議申立人が、異議申立書、意見書及び審査会における口頭意見陳述で主張している異議申立ての主たる理由は、次のように要約される。

（１）本件異議申立てにおいては、本件処分で非公開とされた情報（以下「本件非公開情報」という。）の全面的な公開を求めるが、次のものについて特に本件処分を取消し、公開を求めるものである。
・平成10年8月7日付「土地売買契約の締結及び売買代金の支出について」起案文書中の特記事項欄の非公開情報
・平成11年8月11日付「補償契約書の変更契約の締結及び補償金の支出について（特別決裁）」起案文書中の変更理由欄の非公開情報
・平成11年8月11日付「補償契約書の変更契約の締結及び補償金の支出について（特別決裁）」に添付された「建物等移転補償費の追加払いについて（願い書及び誓約書）」本文中の非公開情報
しかし当該非公開情報は文章全体が非公開とされているため、異議申立人はその内容が全くわからない。したがって当該部分に係る本件処分が違法・不当である理由を明らかにせよといわれても無理であり、少なくとも当該非公開情報の概要及び本件処分の具体的理由を実施機関は明らかにするべきである。
（２）実施機関は、当該非公開部分の非公開理由の一つとして「特定の個人」が識別される情報であり、個人情報に該当すると主張するが、ここでいう「特定個人」とは、これまでの交渉の経過から、異議申立人本人のことである。
ところで条例第６条第１号は、個人のプライバシーの保護を目的に個人情報を非公開としている。しかし、当該情報が同号に該当するものであっても「特定の個人」本人からの請求の場合、プライバシーの問題は生じず、同号のプライバシーの保護のために非公開とするとの目的に妥当しないので、個人情報を理由に非公開とすることはできないと解すべきである。
（３）また実施機関は、当該非公開部分には○○○○㈱の資金繰りに関する情報が記載されており、条例第６条第２号に該当するとする。
　　　　そうするとその記載内容は、当時の状況から、○○○○㈱の新社屋の完成と移転が完了しており、その費用の支払いを必要としているということが記載されているにすぎないと考えられ、このようなことは企業の資金繰りの良し悪しを具体的に示すものではなく、企業の正当な利益を害する情報に該当するとは考えられない。
　（４）さらに実施機関は、市が行う交渉についての対処方針が記載されており、公開することにより今後の交渉に支障をきたすという理由から、条例第６条第７号に該当すると主張している。
　　　　どのような方針が記載されているかは推測するしかないが、整備事業の円滑な推進のためには、移転補償費の追加払い等についても柔軟に対処する必要があるといった内容であろう。このような一般的な対処方針を公開しても、今後の交渉に支障をきたすとは考えにくい。
　また、同号によって非公開とされた他の情報が、すべて土地買収や移転補償の金額に関わるものであることと比較しても、当該対処方針が同号に該当するとは思えず、実施機関が無理に理由づけしたものであるとしか考えられない。
　（５）以上のとおり、本件処分は、条例に反し違法である。

第３　異議申立てに対する実施機関の説明要旨
　　　実施機関が理由説明書及び意見聴取等において主張している内容は、概略次のとおりである。

　１　○○○○㈱、その他の法人又は個人に係る土地の単価、土地の金額、○○○○㈱の旧社屋移転に伴う補償金額及び補償金額の算定基礎
　　　これらの情報は、個人又は法人が北九州市から受領した金額に関するものであり、個人については条例第６条第１号に、法人については同条第２号に該当する。

　　　またこれらを公開すれば、今後の用地買収が円滑に進まなくなり、市民全体の利益を著しく損なうことになることから、同条第７号にも該当する。

　２　平成10年8月7日付「土地売買契約の締結及び売買代金の支出について」起案文書中の特記事項欄
土地の売買価格の他、用地買収の経過が記載されている。土地の売買価格は上述のとおり条例６条第２号に該当し、また用地買収の経過は同条第７号に該当すると判断される。
３　平成11年8月11日付「補償契約書の変更契約の締結及び補償金の支出について（特別決裁）」起案文書中の変更理由欄の非公開部分
特定の個人の行為が記載されており、「特定の個人」が識別される情報であることから、条例第６条第１号に該当する。また当該部分には、○○○○㈱の資金繰りに関する記載があり、公開することにより○○○○㈱に不利益をもたらすことから、同条第２号に該当すると判断される。さらに当該部分には、市が行う交渉についての対処方針が記載されており、公開することにより今後の当該事業の執行に著しい支障が生じると認められることから同条第７号にも該当する。
４　平成11年8月11日付「補償契約書の変更契約の締結及び補償金の支出について（特別決裁）」に添付された「建物等移転補償費の追加払いについて（願い書及び誓約書）」本文中の非公開部分

　　当該部分には特定個人の行為が記載されており、「特定の個人」が識別される情報であることから、条例第６条第１号に該当する。
　５　○○○○㈱の印影
　　　法人の印影は、事業活動上の内部管理情報であり、広く知られているものではなく、かつ秘匿することが認められているものといえ、条例第６条第２号に該当する。
　６　結論
　　　以上のとおり、本件処分は条例の規定に合致しており、本件異議申立ては理由がないものと考える。

第４　審査会の判断

　　　当審査会は、異議申立ての対象となった本件公文書を個別、具体的に検討した結果、以下のように判断する。

　１　本件公文書の概要等
　（１）本件公文書
　　　　本件公文書は
　　　平成10年8月7日付「土地売買契約の締結及び売買代金の支出について」

　　　平成10年8月7日付「損失補償契約の締結及び損失補償金の支出について」

　　　平成11年3月18日付「契約の変更について」
　　　平成11年8月11日付「補償契約書の変更契約の締結及び補償金の支出について（特別決裁）」

の4文書であり、その内容は、○○○○㈱旧社屋移転に伴う北九州市との土地売買契約、建物移転補償契約及び建物移転補償契約の変更契約に関するものである。
　（２）本件非公開情報

本件公文書に記載された本件非公開情報は、その内容等により、２つ類型に分類することができる。

本件非公開情報をそれにより分類し列挙すると次のとおりである。

　　ア　特定の公文書に固有の非公開情報
　　（ア）平成10年8月7日付「土地売買契約の締結及び売買代金の支出について」起案文書中の特記事項欄記載内容
　　（イ）平成11年8月11日付「補償契約書の変更契約の締結及び補償金の支出について（特別決裁）」起案文書中の変更理由欄の記載内容の一部

　　（ウ）（イ）と同文書に添付された「建物等移転補償費の追加払いについて（願い書及び誓約書）」本文記載内容の一部
　　（エ）（イ）と同文書に添付された「○○○○㈱本社屋移転に伴う必要経費等一覧」記載の経費の金額

　　イ　各公文書に共通の非公開情報
　　（ア）○○○○㈱、その他の法人又は個人に係る土地の単価、土地の金額、○○○○㈱の旧社屋移転に伴う補償金額及び補償金額の算定基礎（以下「土地の金額又は補償金額等」という。）
　　（イ）○○○○㈱の社印及び代表者印の印影
　２　条例第6条第1号（個人情報）、第2号（法人・企業情報）及び第7号（事業執行過程情報）について
　（１）条例第6条第1号は、「個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であって、特定の個人が識別され、又は識別され得るもの」は非公開とすることを定めている。
　　　　本号は、個人のプライバシーを保護することを目的としているが、個人のプライバシーの概念は抽象的であり、その具体的内容や保護すべき範囲が明確でないので、広く個人に関する情報について、特定の個人が識別され、又は識別され得る情報は非公開とすることを定めたものである。

　　　　一方、本号ただし書では、

　　　ア　法令の規定により、何人も閲覧することができるとされている情報

　　　イ　公表することを目的として作成し、又は取得した情報

　　　ウ　公務員の職務の遂行に係る情報に含まれる当該公務員の職及び氏名に関する情報であって、公開しても、当該公務員の個人の利益が害されないと認められるもの

　　　エ　その他公開することが公益上必要であると認められる情報
　　　については、公開すべきことを定めている。

　（２）条例第6条第2号は、「法人（国及び地方公共団体を除く。）その他の団体（以下「法人等」という。）に関する情報又は事業を営む個人の当該事業に関する情報であって、公開することにより、当該法人又は当該個人の競争上の地位その他正当な利益を害すると認められるもの」は非公開とすることを定めている。

　　　　一方、本号ただし書では、
　　　ア　人の生命、身体又は健康を害し、又は害するおそれのある事業活動に関する情報

　　　イ　市民生活に重大な影響を与え、又は与えるおそれのある事業活動に関する情報

　　　ウ　その他公開することが公益上必要であると認められる情報

　　　については、公開すべきことを定めている。

　　　　本号は、事業者の競争上の地位その他正当な利益を害すると認められる情報は非公開にするが、そのような情報であっても、人の生命、身体を保護するため等特別の事情がある場合には、例外的に公開しようとするものである。
　（３）条例第6条第７号は、「市の機関又は国等の機関が行う取締り、監督、立入検査、争訟、交渉、許認可、試験、人事その他の事務事業に関する情報であって、公開することにより、当該若しくは将来の同種の事務事業の目的を損ない、又は適正若しくは円滑な執行に著しい支障が生じると認められるもの」は非公開とすることを定めている。
　３　本件非公開情報の上記各号該当性判断
　（１）特定の公文書に固有の非公開情報

ア　平成10年8月7日付「土地売買契約の締結及び売買代金の支出について」の起案文書中の特記事項欄記載内容
　　　　　本欄には、用地買収にかかる土地の単価と用地買収の経過が記載されている。

　　　　　北九州市が○○○○㈱の土地をいくらで買い上げたかは、法人が受領する金額すなわち法人の所得に関する情報であり、法人の内部管理情報であると認められるため、条例第６条第２号に該当する。

　　　　　また、用地買収に係る金額が公開されると、今後の同種の用地買収交渉にあたり、地権者との信頼関係を損なうなど、当該事務の円滑な執行に支障が生じると考えられるため、同条第７号に該当する。

しかし、用地買収の経過についての記載は、市が本件と同規模の用地買収を行うに当たり「北九州市市有財産審査委員会規則」等の規定にしたがって行う一般的なものであり、これが公開されても今後の同種の事務事業の円滑な執行に支障が生じるとは認められない。
　　　　　したがって、本欄記載内容のうち、土地単価に関する記載は条例第６条第２号及び第７号に該当するが、その他の記載については、当該条文のいずれにも該当しない。

具体的には、同文の９文字目から２２文字目まで及び３３文字目から４１文字目までの記載を非公開とすることは妥当であるが、その他の部分は公開すべきである。
　　　イ　平成11年8月11日付「補償契約書の変更契約の締結及び補償金の支出について（特別決裁）」起案文書中の変更理由欄の記載内容の一部
　　　　　当該非公開部分は変更理由欄の中段に4つの文章が１１行にわたって記載されており、実施機関は、それらの記載が条例第６条第１号、第２号又は第７号のいずれかに該当するとして、4文章11行すべてを非公開とした。
しかし、非公開部分の内容が全く分からないのでは、当該非公開処分が違法不当である理由を明らかにすることは無理であるとの異議申立人の主張は理解できる。
また条例第7条では、公開請求に係る公文書に第6条各号に定められた非公開事由のいずれかに該当する情報が記録されている部分が含まれている場合において、当該部分を容易に分離することができるときは、当該部分を除いて公開を行うものとするとされている。

以上を踏まえ、当該非公開部分をみてみると、条例第6条第1号、第2号又は第７号のいずれかに該当し非公開とすべき情報も記載されているが、非公開とすることの利益を損なわずに記載内容を部分的に公開することは十分可能であると考えられる。

したがって当審査会は、当該非公開部分については記載内容を部分的に公開し、少なくともどのような事項が記載されているかを異議申立人に対して明らかにするべきであるとの立場から、記載された一文ごとに部分公開について検討することとする。
　　　（ア）第１文目

　　　　　○○○○㈱旧社屋の解体工事に関する文書作成当時の進捗状況及び特定個人と解体業者との交渉状況が記載されている。

　解体工事の進捗状況は、その外観から明らかであったものであり、特定個人と解体業者との交渉状況の記載についても、当該記載はただちに個人が識別されるものではない。仮に他の情報と相まって特定の個人が識別されたとしても、解体工事の当時の状況から考えると当然に推測される内容であり、保護すべき個人情報には該当しない。

　　　　　　また、特定個人と解体業者との関係が公開されたとしても、本件公開請求の時点では当該工事はすでに完了しており、当該工事の円滑な執行に支障が生じるものではない。

　　　　　　したがって、条例第６条第１号及び第７号のいずれにも該当せず、公開すべきである。

　　　（イ）第２文目
　　　　　　隣接地の所有関係及び○○○○㈱旧社屋の解体工事に関する特定個人の意見が記載されている。

　　　　　　隣接地の所有関係に関する部分は、個人の財産状況が判明する情報であり個人情報に該当し、また、特定個人の意見が個人情報に該当することは言うまでもない。

　　　　　　したがって、隣接地の所有関係に関する部分及び特定個人の意見に関する記載は、条例第６条第１号本文に該当するが、その他の記載については非公開とする理由はない。

　　　　　　具体的には、同文の７文字目から９文字目まで、１８文字目から３１文字目及び４３文字目から５５文字目までの記載を非公開とすることは妥当であるが、その他の部分は公開すべきである。

　　　（ウ）第３文目

今後の市の事業計画と、当該事業の実施に対して○○○○㈱旧社屋の解体工事の及ぼす影響及びそれらを考慮した○○○○㈱旧社屋解体工事の実施方針が記載されている。

　　　　　　今後の市の事業計画については、現時点においても未だ予定の段階であり、これが公開されると当該事業の円滑な執行に支障が生じると考えられる。

　　　　　　また、解体工事が当該事業計画に及ぼす影響についての記載は、その事業計画を進めるうえでの特定個人と市との関係を考慮したものであり、個人の意見が推測される内容となっていることから、個人情報に該当すると同時に、これが公開されることにより当該事業の円滑な執行に支障が生じると考えられる。

　　　　　　一方、解体工事の実施方針については文書作成当時のものであり、本件公開請求の時点では工事は完了しているため、特に非公開とする理由はない。

　　　　　　したがって、今後の市の事業計画の記載については条例第６条第７号に、また解体工事が当該事業計画に及ぼす影響についての記載は同条第１号及び第７号に該当するが、その他の記載については非公開とする理由はない。

　　　　　　具体的には、同文の２３文字目から３６文字目まで及び６０文字目から９５文字目までの記載を非公開とすることは妥当であるが、その他の部分は公開すべきである。

　　　（エ）第４文目

　　　　　　解体工事についての今後の見通し及び○○○○㈱新社屋建設費用支払いに関する情報が記載されている。

　　　　　　解体工事の記載は、文書作成当時のものであり、本件公開請求の時点では工事は完了しているため、特に非公開とする理由はない。

　　　　　　しかし建設費用支払いに関する記載は、法人の資金繰りに関する情報であり、当該法人の内部管理情報であると認められる。

　　　　　　したがって、建設費用支払いに関する記載は条例第６条第２号に該当するが、その他の記載については非公開とする理由はない。

　　　　　　具体的には、同文の５９文字目から最後までの記載を非公開とすることは妥当であるが、その他の部分は公開すべきである。

　　　ウ　平成11年8月11日付「補償契約書の変更契約の締結及び補償金の支出について（特別決裁）」に添付された「建物等移転補償費の追加払いについて（願い書及び誓約書）」本文記載内容の一部
　　　　　　○○○○㈱旧社屋の解体工事が未完了であることの理由が記載されている。

その内容は、○○○○㈱旧社屋の解体工事における特定個人と解体業者との交渉の経過であるが、当該記載はただちに個人が識別されるものではなく、仮に他の情報と相まって特定の個人が識別されたとしても、解体工事の当時の状況から考えると当然に推測される内容であり、保護すべき個人情報には該当しない。

　　　　したがって、条例第６条第１号に該当せず、公開すべきである。

　　　エ　平成11年8月11日付「補償契約書の変更契約の締結及び補償金の支出について（特別決裁）」に添付された「○○○○㈱本社屋移転に伴う必要経費等一覧」記載の経費の金額
　　　　　土地の売買金額及び移転補償費の金額が判明する情報であると同時に○○○○㈱本社社屋移転にかかる費用が明らかになる情報であるため、法人の所得及び経理に関する内部情報と認められ、条例第６条第２号に該当する。

　（２）各公文書に共通の非公開情報

　　（ア）土地の金額又は補償金額等
　　　　　各公文書には、土地の金額又は補償金額等が記載されているが、これらの情報は法人又は個人の所得に関するものであり、秘匿することが認められる情報である。したがって個人については条例第6条第1号に、法人については同条第2号に該当する。
　　　　　また、土地の金額又は補償金額等は、これが公開されると今後の同種の用地買収交渉にあたり、地権者との信頼関係を損なうなど、当該事務の円滑な執行に支障が生じると考えられるため、同条第７号に該当する。

　　（イ）○○○○㈱の社印及び代表者印の印影

　　　　　土地売買契約書及び補償契約書等にある○○○○㈱の社印及び法人代表者の印影は、法人の事業活動上の内部管理情報であり、広く知られているものではなく、秘匿することが認められるものと言える。したがって当該情報は、条例第６条第２号に該当する。

　４　結論
　　　　以上のことから、当審査会は、実施機関の本件処分において非公開とされた情報について、冒頭の「審査会の結論」のとおり判断した。
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